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研究成果の概要（和文）：  本研究は、医療・介護・福祉に関わる現場と大学を両輪としたPDCAサイクルを実現するこ
とを目的として、医療福祉現場と協同でつくば市医療福祉事例検討会を進行し、問題点の集約分析や、つくば市ニーズ
調査の分析を市にフィードバックすることで、現場との協同を図ってきた。また、これからのミクロレベルで成果の一
般化展開も含めて、全国介護給付費データや国民生活基礎調査のビッグデータを含む種々のデータ分析により学術的研
究を行い、医療と介護の連携はどうしたら進むのか、要介護者・障害児者およびその介護者にどのような支援が必要か
、介護保険サービス利用の実態等を明らかにすることで、地域包括ケア推進方策を検討した。

研究成果の概要（英文）： This study is aimed at implementing the PDCA cycle (process improvement 
technique consisting of 4 steps:Plan,Do,Check, and Act) which has two main components, medical, long term 
care, and welfare care fieldsites and the university. We have planned to cooperate with the medical, long 
term care, welfare fieldsites by examining together the Tsukuba-city medical welfare case examination 
meetings, and providing feedback to Tsukuba City by analyzing their needs survey. We performed a 
scientific study using several types of data analysis, including big data from national long-term care 
benefit expenditures data and from the Comprehensive Survey of Living Conditions. We examined the 
regional comprehensive care promotion policy , including these findings, to clarify how to advance the 
cooperation between medical and long-term care, what kind of support require the persons in need of care, 
children with disabilities and the use situation of nursing care insurance services.

研究分野：ヘルスサービスリサーチ

キーワード： 医療・介護の連携　医療・福祉　現場・地域と大学の協同　高齢者・障害児者の介護者　PDCAサイクル
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１．研究開始当初の背景 
本研究は平成 24 年度から開始しており、
介護保険導入後 12 年、第 5 期を迎えるわが
国の介護保険制度においては、市町村で円滑
な地域包括ケアシステムを構築することが
最重要課題であった。しかし、介護保険シス
テムの評価分析はまだ緒についたばかりで
あり、2011年に我々が出版したランセット論
文が初の全国レベルの実証研究である。（介
護保険導入前後で要介護者の状態改善は明
らかにできず、高所得層の介護者にのみ効果
があったことを示した）。これまでのレビュ
ーも踏まえた上で、この最大要因は、医療と
介護の連携の不備であると推測した。一方、
地域において、つくば市の介護・福祉計画策
定委員会の委員長を 2期 6年に渡り勤め（今
期も継続して委員長就任）、この間 2 回の実
態調査を学術的に分析し、各方面の意見をま
とめつつ、根拠に基づく政策提言を行ってき
た。また、大学においては、わが国初のヘル
スサービスリサーチに特化した研究室を立
ち上げ、現場の介護保険施設長の医師、訪問
看護ステーション管理者、訪問リハビリテー
ションをする理学療法士、そして介護保険を
学ぶチリ政府厚生省からの留学生（医師）な
ど現場にも熟知した各種医療福祉関係職の
大学院生・卒業生が一丸となって、地域の連
絡会などに出席しつつ、地域の医療・介護サ
ービスの学術評価に取り組んできた。本研究
は、このように我々が 10 年以上かけ積み上
げてきた、豊富な実証データベースの蓄積と
学術経験、地域における実績および人的資源
を集大成し、現場と大学の有機的協同による
ヘルスサービスリサーチに基づくアプロー
チにより、医療と介護の実質的融合を目指す
ものである。 

 
２．研究の目的 
本研究は、我々のこれまでの多角的介護保
険サービス評価の研究実績およびつくば市
の介護保険策定委員長を長年務めた地域で
の実績と各医療関係職種を大学院生・研究生
として要する我が国初のヘルスサービスリ
サーチ部野という学術的ネットワークを統
合して、大学と地域の協同ならではの現場発
ヘルスサービスリサーチによって学術的に
具体的な解決を図ることを目的とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

３．研究の方法 
下記の図の通り、現場と大学（ヘルスサービ
スリサーチ）の両輪が併存する PDCA サイク
ルを実現する。すなわち、（１）現場の声、
関係者のヒアリング、地域実態調査分析によ
る検証（現場 Plan）、（２）これまで蓄積した
全国レベルデータによる検証（大学 Plan）、
（３）関係者との調整、具体案の作成と実行
（現場 Do）、（４）文献レビューによる海外・
他の地域との比較（大学 Do+Check）、（５）地
域による効果の検証（現場 Check）,（６）改
善案の作成、地域のモデルから全国レベルの
政策提言へ（現場 Action）、（７）成果の学会
発表・学術論文発表（大学 Action）の各プロ
セスを実行していく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
４．研究成果 
本研究では、つくば市医療福祉事例検討会
における運営を医療福祉現場と協同で行っ
たり、つくば市ニーズ調査の分析を市にフィ
ードバックすることで、現場との協同を図っ
てきた。（１）つくば市医師会が主催する医
療・福祉事例検討会において、事例のデータ
ベース化を視野にいれて、事例の入力フォー
ムを大学と事例検討会との協同で作成し、3
か月毎の事例の振り返りの場を設けること
で PDCA サイクルを導入し、より意義ある会
の進行に貢献した。 
（２）つくば市が 3年に一度行うニーズ調査
について、当研究チームが調査票設計段階か
ら主体的に関わり、種々のデータ分析の結果
を発表する他、政策立案に向けて市へ還元し
た。分析テーマ①高齢者のボランティア参加
要因（英文論文発表）、②在宅介護者の緊急
ショートステイ利用意向、③緊急ショートス
テイサービス整備を行った際の介護費抑制
額シミュレーション、④娘と嫁による介護状
況の比較、⑤居宅介護支援専門員の就業意向
に関連する要因分析、⑥中高年者の幸福度に
関連する要因分析等 
特に、緊急ショートステイについては、毎回
のニーズ調査において、緊急ショートステイ
のニーズの高さにも関わらず利用しづらい
状況が明らかになっていたことから、市の計
画策定委員会の中に利用システム整備に向



けた部門会を大学のリードにより立ち上げ、
大学と現場と行政が一体となった状況改善
に大きく貢献した。 
 
第２の柱として、前述の地域と連携したミ
クロレベルの研究をさらに発展させるため、
全国介護給付費データや国民生活基礎調査
のビッグデータを含む種々のデータ分析に
より学術的研究を行うことで、地域包括ケア
推進方策を検討した。 
（３）国民生活基礎調査の個票データを分析
することで以下を明らかにした。①聴覚障害
者の分布および、健常者と比して女性におい
て 3つの困難（結婚、喫煙、メンタルヘルス）
を明らかにした（PlosOne 発表）。初めて全国
調査を用いて聴覚障碍者の分布を示し、また
昨年日本も障害者権利条約に批准し、更なる
障害者支援が望まれる中、性別等の属性別に
必要な支援が異なることを示唆した意義は
大きい。②活動度の低下に関連する要因を、
男女別に比較し、相違を明らかにした（GGI
発表）で障害児を持つ母の精神的健康状態が
低いことに関連する要因分析、③要介護者の
要介護度と介護者の健診受診率の関連、④高
齢者の慢性腰痛における代替医療の現状等、
⑤頭痛の有病率と関連要因を男女別に分析
し、女性は婚姻、男性は仕事など異なった要
因が関連していることが示された。 
（４）全国介護給付費（全国介護レセプトデ
ータ）を用いて以下を明らかにした。①性別
にみた介護老人福祉施設利用の実態、②支給
限度額の範囲内での訪問看護の利用実態、③
通所介護の介護報酬に係る政策と在宅介護
サービス利用状況との関連、④１人あたり介
護サービス利用点数の実態、⑤震災前後にお
ける東北地方の居宅介護サービス利用者の
要介護度の実態 
（５）かかりつけ医・主治医のあり方につい
て、医療と介護の連携の重要なツールである
主治医意見書を特定機能病院医が記載する
と診療所医に比して内容が乏しいことを明
らかにし、どういった医師が主治医・かかり
つけ医として相応しいか議論の余地がある
こと、また状況に応じた医療機関の選び方に
ついて患者教育が必要であることを示した。
（英文論文発表）、 
（６）老人保健施設協会独自の調査データを
用いて、施設の特徴とケアの質との関連を分
析し、転倒・脱水・褥瘡をケアの質測定指標
とした際、看護師の数が多いほど転倒が少な
いことを明らかにした（GGI 発表）。 
（７）法医データベース（１都道府県の警察
の検死データ）を用いて以下を明らかにした。
①死後発見されるまでの時間と関連する要
因として、１人暮らし、不自然死は発見まで
の時間が長く、年齢が若いことは発見までの
時間が短いことを明らかにした（BMJOpen 発
表）。②児童虐待が疑われる症例を抽出し、
虐待と関連する要因として、室内環境不衛生、
児の出産年齢が２０歳以下、１歳年上の同胞

がいる、妊婦健診受診が３回未満、新生児訪
問を拒否、定期的な健診・予防接種を受けて
いないことが挙げられた（ Pediatrics 
International 発表）。 
（８）その他のユニークな分析として、ひき
こもりの長期化による本人および親の高齢
化の問題に取り組んだ。社団法人青少年健康
センター」で演者が主宰するひきこもり家
族会の参加者 133名を対象に、アンケート
調査（添付）を行った。その結果、ひきこ
もっている当事者の平均年齢は 34.4歳、そ
の親（アンケート記入者）の平均年齢は
65.5歳であった。ひきこもり期間の平均は
155.4 ヶ月ときわめて長期に及び、親亡き
後を懸念する回答が多数を占めたにもかか
わらず具体的な対応策は進んでいなかった。
抑うつ尺度である K6の平均値は 12.9とき
わめて高値であり、家族の高齢化とメンタ
ルヘルスの問題が大きいことがあらためて
明らかになった。 
 
以上のように、地域包括ケアを幅広くとら
え、大学ならではの学術研究として種々の論
文発表および学会発表を行い、データから明
らかにできる実態を示す一方で、現場との協
同により実際の現場での運営の改善に向け
たアクションを起こすことで、学術的かつ現
場の視点から医療・介護・福祉に関わる問題
について具体的な解決を図ることに貢献し
てきた。 
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